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請 願 番 号 請 願 第 ３ 号 受理年月日 平成2 7年 1 1月 3 0日

所得税法第５６条の廃止を求める意見書を国に提出することを求

める請願

【請願の趣旨】

私たち宮商連婦人部協議会は、県内の自営商工業の女性事業主

や家族従業者で構成する団体です。業者婦人の社会的・経済的な

地位向上を求め、「所得税法第56条を廃止し、１人の人間として

の働き分（給料）を正当に認めて」と運動を続けています。

所得税法第56条は、事業主と共に働く配偶者やその家族（主に

妻や息子、娘）がどんなに長時間働いても、税法上その働き分を

経費に算入することができず、事業主の所得から年間で最高86万

円のみ（配偶者以外は50万円）控除される制度で、１人の人間と

して人格を認めない差別的な法規です。中小業者の多くが加入す

る国民健康保険には休業補償や出産手当もありません。

請願の件名 世界の主要国では、「家族従業者の働き分は経費に算入する」

ことが常識です。

これまでの私たちの運動で、「働いた事実に対して対価を支払

うのは当然」という世論が広がり、「56条を廃止し、家族従業者

の働き分を認めよ」と、全国で416の自治体がその旨の意見書を

国に対し提出しています（今年10／1時点）。

第176国会では、当時の財務副大臣が「家族従業者の対価をど

う保障するか考えたい」、経産相は「56条は見直す意義がある」

と答弁しています。

つきましては、別紙の意見書案にも深くご理解をいただき、宮

崎県議会で意見書を採択していただきますようお願い申し上げま

す。

紹 介 議 員 来住 一人 満行 潤一 前屋敷 恵美


